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大津市告示第35号 

 大津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第１号）第６条の規定により、令和７年度

の当初（１年間の統計による数値に係るものについては、令和６年度）における大津市の人事行政の運営等の状

況を次のとおり公表する。 

  令和８年２月２日 

大津市長  佐  藤  健  司 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 ⑴ 採用の状況（令和６年度） 

         （単位：人）  

職種区分 採用者数 

一 般 行 政 職 104 

保 健 師 ５ 

保  育  士 11 

消  防  職 12 

幼 稚 園 教 諭 ７ 

教 育 職（県から） 16 

幼 稚 園 講 師 

（ 任 期 付 職 員 ） 
14 

小 中 学 校 講 師 

（ 任 期 付 職 員 ） 
24 

合   計 193 

 ⑵ 退職の状況（令和６年度） 

   （単位：人） 

退職理由 

部局 
定年 早期 死亡 免職・失職 任期終了 普通 計 

市 長 部 局 19 ６ ０ ０ １ 53 79 

企 業 局 ８ ４ ０ ０ ０ ２ 14 

教 育 委 員 会 ９ ０ ０ ０ 46 21 76 

消 防 局 ５ ０ １ ０ ０ ６ 12 

計 41 10 １ ０ 47 82 181 

⑶ 部門別職員数の推移（各年４月１日現在） 

   （単位：人） 
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部 門 
職員数 

対前年増減数 主な増減理由 
令和６年 令和７年 

一
般
行
政
䥹
福
祉
関
係
を
除
く
䣎
䥺 

議  会 17  18  １   

総  務 393  400  ７   

税  務 99  98  －１   

労  働 ２  ２  ０   

農 林 水 産 32  30  －２   

商  工 30  27  －３   

土  木 206  206  ０   

小 計 779  781  ２    

一
般
行
政
䥹
福
祉
関

係
に
限
る
䣎
䥺 

民  生 457  495  38  
機構改革による増

減 

衛  生 251  220  －31  
機構改革による増

減 

小 計 708  715  ７   

一般行政計 1,487  1,496  ９   

特
別
行
政 

教  育 303  293  －10   

消  防 325  329  ４   

小 計 628  622  －６   

公
営
企
業
等
会
計 

水  道 80  77  －３   

下 水 道 59  59  ０   

そ の 他 114  115  １   

小 計 253  251  －２   

合    計 2,368  2,369  １   

※ 職員数は一般職に属する職員の人数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派遣職員等を含み、任

期付職員及び会計年度任用職員を除いています。 

⑷ 任期付職員の数の推移（各年４月１日現在） 

   （単位：人） 

区分 
職員数 

対前年増減数 主な増減理由 
令和６年 令和７年 

任期付職員 120  112  －８  

⑸ 会計年度任用職員の数の推移（各年４月１日現在） 

   （単位：人） 

区分 
職員数 

対前年増減数 主な増減理由 
令和６年 令和７年 

フルタイム会計年

度任用職員 
229 225 －４  

 

 ⑹ 競争試験の状況（令和６年度） 
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   （単位：人） 

職種区分 受験者数 合格者数 合格率 

上 級 事 務 345  33  9.6% 

上 級 事 務 （ 福 祉 ） 22  ３  13.6% 

上 級 技 術 （ 土 木 ） ２  ０  0.0% 

上 級 技 術 （ 建 築 ） １  １  100.0% 

上 級 技 術 （ 電 気 ） ２  １  50.0% 

上 級 技 術 （ 機 械 ） ３  ０  0.0% 

中 級 技 術 （ 土 木 ） ０  ０  0.0% 

職 務 経 験 者 （ 土 木 ） ４  ２  50.0% 

職 務 経 験 者 （ 建 築 ） ０  ０  0.0% 

職 務 経 験 者 （ 電 気 ） ０  ０  0.0% 

職 務 経 験 者 （ 機 械 ） ２  １  50.0% 

保 健 師 28  ８  28.6% 

発 達 相 談 員 ４  ３  75.0% 

保  育  士 56  37  66.1% 

幼 稚 園 教 諭 24  ９  37.5% 

学 芸 員 （ 民 俗 ） ４  ２  50.0% 

学 芸 員 （ 彫 刻 ） 11  ３  27.3% 

学 芸 員 （ 考 古 ） ９  ２  22.2% 

管 理 栄 養 士 21  ５  23.8% 

職務経験者（一般事務） 96  23  24.0% 

職 務 経 験 者 （ 土 木 ） ４  ４  100.0% 

消  防  職 71  19  26.8% 

事務職（障害のある方） ６  １  16.7% 

初 級 技 術 職 （ 土 木 ） １  ０  0.0% 

合   計 716 157  21.9% 

 ⑺ 選考の状況（令和６年度） 

   （単位：人） 

職 種 区 分 採用者数 

教 育 職 （ 県 か ら ） 16 

幼 稚 園 講 師 （ 任 期 付 職 員 ） 11 

小 中 学 校 講 師 （ 任 期 付 職 員 ） 25 
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一 般 事 務 （ 任 期 付 職 員 ） ６ 

合       計 58  

２ 職員の人事評価の状況 

組織の目標の達成、職員の育成や能力開発、職場の活性化を図ることを目的として、職員がその職務を遂行

するに当たっての姿勢や態度、職務遂行上発揮した能力、身に付けている知識・技術を把握した上で行う「能

力評価」及び職員自身が設定した「重点目標」の目標達成状況を把握した上で行う「業績評価」による人事評

価を実施しており、評価の結果は人材育成や給与等の人事管理の基礎として活用します。 

３ 職員の給与の状況 

⑴ 人件費の状況（令和６年度 普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

(令和７年３月31日

現在) 

歳出額 

（Ａ） 

人件費 

（Ｂ） 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) 

(参考) 

令和５年度の人件費率 

342,941人 146,270,710千円 26,897,472千円 18.4％ 17.4％ 

※ 人件費には、職員の給与、退職手当、共済組合の負担金、特別職（市長等）の報酬などを含んでいます。 

⑵ 職員給与費の状況（令和６年度 普通会計決算） 

職員数（Ａ） 

(令和６年４月１

日現在) 

給 与 費 １人当たり 

給 与 費 

( Ｂ ／ Ａ ) 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ） 

2,086人 8,332,338千円 2,765,984千円 4,057,545千円 15,155,867千円 7,265千円 

※ 職員手当には、退職手当を含んでいません。 

⑶ 職員（会計年度任用職員を除く。）の給料の状況（令和７年４月１日現在） 

職員の給料は、職種、学歴、経験年数などにより決定されます。 

ア 平均給料月額及び平均年齢 

区 分 
一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

大津市 329,985円 41.7歳 325,606円 58.7歳 

国 332,237円 41.9歳 294,567円 51.3歳 

イ 初任給 

区 分 
大津市 国 

決定初任給 ２年後の給料 決定初任給 ２年後の給料 

一
般
行
政
職 

上級職 

（大学卒） 
225,600円 234,500円 

総合職   230,000円 

一般職   220,000円 

総合職   240,500円 

一般職   228,900円 

初級職 

（高校卒） 
194,500円 206,100円 188,000円 199,400円 

ウ 経験年数別・学歴別平均給料月額 

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年 

一般行政職 

大学卒 283,219円 322,970円 375,154円 

高校卒 268,600円 278,550円 318,475円 

⑷ 会計年度任用職員の給料の状況（令和７年４月１日現在） 

区   分 平均給料月額 
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フルタイム会計年度任用職員 237,352円 

⑸ 一般行政職の級別職員数の状況（令和７年４月１日現在）      

  職員の給料は、職務の程度に基づき、級ごとに区分されています。一般行政職の職員に適用される行政職

給料表は１級から９級までに分かれており、ここではその職員数と構成比を表記しています。なお、標準的

な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名を示しています。  

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計 

標 準 的 な 

職 務 内 容 
主事 主事 主任 係長 主幹 

課長 

補佐 
課長 次長 部長  

職 員 数 ２人 288人 216人 347人 51人 172人 83人 22人 14人 1,195人 

構 成 比 0.2％ 24.1％ 18.1％ 29.0％ 4.3％ 14.4％ 6.9％ 1.8％ 1.2％ 100.0％ 

参 

考 

１年前の 

構成比 
0.2％ 24.5％ 20.4％ 25.6％ 4.0％ 14.8％ 7.1％ 2.1％ 1.2％ 100.0％ 

５年前の 

構成比 
0.0％ 17.3％ 24.3％ 24.5％ 8.7％ 14.5％ 7.1％ 2.2％ 1.4％ 100.0％ 

⑹ 職員手当の状況 

普通会計における職員手当の支給状況は次のとおりです。 

ア 期末・勤勉手当の支給割合（令和７年４月１日現在） 

区 分 
大津市 

国 
期末手当 勤勉手当 

６月期 1.250月 1.050月 

左に同じ 12月期 1.250月 1.050月 

計 2.500月 2.100月 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 ５～20％ 

イ 退職手当の支給率（令和７年４月１日現在） 

区 分 
大津市 

自己都合 定年・応募認定 

勤続20年 19.669500月分 24.586875月分 

勤続25年 28.039500月分 33.270750月分 

勤続35年 39.757500月分 47.709000月分 

最高限度額 47.709000月分 47.709000月分 

その他の 

加算措置 

定年前早期退職特別措置 

（３～45％） 

ウ 地域手当（令和７年４月１日現在） 

支 給 対 象 地 域 大津市内 

支 給 率 9.0％ 

支 給 対 象 職 員 数 2,222人 

国 の 制 度（ 支 給 率 ） 9.0％ 
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支 給 実 績（令和６年度決算） 872,666千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 418,344円 

エ 特殊勤務手当（令和７年４月１日現在） 

支 給 実 績（令和６年度決算） 39,646千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和６年度決算） 115,586円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和６年度） 16.4％ 

手 当 の 種 類（手 当 数） 20 

代 表 的 な 
支 給 額 の 多 い 手 当 消防業務手当 

手 当 の 名 称 
多くの職員に支給されている手当 消防業務手当 

オ 時間外勤務手当 

令和６年度（令和６年度決算) 

支 給 実 績 725,470千円 

職員１人当たり平均支給年額 526,084円 

令和５年度（令和５年度決算) 

支 給 実 績 730,948千円 

職員１人当たり平均支給年額 496,568円 

カ 扶養手当、住居手当、通勤手当（令和７年４月１日現在） 

区 分 大津市 国 

支 給 実 績

（令和６年

度決算） 

支給職員１人

当たり平均支

給年額（令和

６年度決算) 

扶 

養 

手 

当 

配偶者 

課長級以下 3,000円    

次長級 支給しない    

部長級 支給しない    

子 11,500円 
左に同じ 220,767千円 256,408円 

父母等 

課長級以下 6,500円 

次長級 3,500円    

部長級 支給しない    

16歳から22歳までの子に

ついての加算 
5,000円 

   

住居手当 

借 家 

（最高限度額） 
30,000円 28,000円 

152,573千円 356,479円 

持 家 制度なし 制度なし 

 

 

 

 

通勤手当 

交通機関利用者 

６か月の定期券の

価額を支給（１か

月当たり55,000円

が支給限度） 

６か月の定期券の

価額を支給（１か

月当たり55,000円

が支給限度） 

  

 
≪自動車≫3,900

円から32,800円ま

で16段階に手当を 

全ての交通用具に

対して、2,000円

から31,600円まで 
247,084千円 151,122円 
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交通用具利用者 
設定 

≪バイク等≫2,500

円から16,600円ま

で７段階に手当を

設定 

13段階に手当を設

定 

  

⑺ 特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在） 

区分 給料・報酬月額 退職手当(１期の手当額) 期末手当 

給 

料 

市 長 1,032,000円 21,300,480円 
 ６月期 

 12月期 

 計  

1.725月分 

1.725月分 

3.45月分 

副市長 897,000円 16,361,280円 

   

報 

酬 

議 長 657,000円   
 ６月期 

 12月期 

 計  

1.725月分 

1.725月分 

3.45月分 

副議長 611,000円   

議 員 563,000円   

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 ⑴ 一般職員の勤務時間の状況（令和７年４月１日現在） 

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 
勤務時間 

開始時刻 終了時刻 

38時間45分 ７時間45分 午前８時40分 午後５時25分 

 ⑵ 休暇制度の概要（令和７年４月１日現在） 

種    類 付与日数 備考 

年次有給休暇 １年につき20日   

介護休暇 

配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は老齢等

で日常生活に支障があり、その者を介護する

ために勤務しないことが相当と認められる期

間（６か月まで） 

  

介護時間 

配偶者、父母、子等が負傷、疾病又は老齢等

で日常生活に支障があり、その者を介護する

ために勤務しないことが相当と認められる期

間（連続する３年の期間内において１日のう

ち２時間以内） 

  

特別養子縁組休暇 

民法（明治29年法律第89号）第817条の２第

１項に規定する特別養子縁組の成立により養

子となる者を監護するため、勤務しないこと

が相当と認められる期間 

 

子育て支援時間 

小学校（これに準ずる学校を含む。）に就学

している子（第１学年から第３学年までの子

に限る。）を養育するため、勤務しないこと

が相当と認められる期間（１日のうち２時間

以内） 

 

 災害・事故休暇 任命権者が必要と認める期間   

 証人等による出頭休暇 任命権者が必要と認める期間   

 選挙権等の行使に係る休暇 任命権者が必要と認める期間   
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 忌引休暇 １～10日 親族関係に限る。 

 結婚休暇 連続する７日   

 生理休暇 ３日以内   

 産前、産後休暇 
（産前）出産予定日前８週間 

（産後）出産後８週間 
  

 妊婦の通勤緩和 １日のうち１時間以内   

 育児時間 １日で90分以内   

 妊婦の健康診査 任命権者が必要と認める期間  

特別 

休暇 

病気休暇 傷病などで医師の診断書等により勤務が困難

と認められる期間 

90日以内 

 つわり休暇 ７日以内  

 育Ｍｅｎ休暇 10日以内 
  

 家族看護休暇 子の看護休暇、短期介護休暇ともに１人につ

き５日（上限10日） 

  

 公務災害休暇 医師の診断書等により任命権者が必要と認め

る期間 

  

 夏季休暇 ６日以内 
  

 骨髄提供のための休暇 任命権者が必要と認める期間 
  

 父母の祭日のための休暇 １日 
  

 ボランティア休暇 ５日以内 
  

 リフレッシュ休暇 ２日以内  

 学校行事休暇 子１人につき２日  

 出生サポート休暇 ５日以内  

 ⑶ 一般職員の年次有給休暇の取得状況（令和６年） 

平均取得日数 消化率 

11.8日 30.6％ 

 ※ 令和６年１月１日から同年12月31日までの全期間を在職した一般職員の状況です。 

５ 職員の休業の状況 

 ⑴ 育児休業及び部分休業の取得状況（令和６年度） 

      （単位：人） 

区 分 

育児休業取得状況 
令和６年度中に新たに育児休業が取得可能となった

職員の育児休業取得状況 

育児休業取得者数 部分休業取得者数 育児休業対象者数 育児休業取得者数 部分休業取得者数 

男  性 40 ６ 64 39 ６ 

女  性 37 29 37 37 29 

合  計 77 35 101 76 35 

 ⑵ 自己啓発休業の取得状況（令和６年度） 

１人 
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⑶ 修学部分休業の取得状況（令和６年度） 

  ０人 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況  

 ⑴ 分限処分者数（令和６年度） 

（単位：人） 

事   由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務成績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 ０ ０ 56 ０ 56 

職に必要な適格性を欠く場合 １ ０ ０ ０ １ 

職制、定数の改廃又は予算の減少

により廃職又は過員を生じた場合 
０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

条例で定める事由による場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

合   計 １ ０ 56 ０ 57 

 ⑵ 懲戒処分者数（令和６年度） 

（単位：人） 

懲戒事由となる行為 戒告 減給 停職 免職 合計 

給与・任用関係（給与不正領得等） ０ ０ ０ ０ ０ 

一般服務関係（職務専念義務違反、

職務命令違反等） 
３ ０ １ ０ ４ 

一般非行関係（傷害等刑法違反等） ０ ０ ０ ０ ０ 

収賄等関係 ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反 ０ ０ ０ ０ ０ 

管理監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

合   計 ３ ０ １ ０ ４ 

７ 職員の服務の状況 

  地方公務員法（昭和25年法律第261号）第30条により職員は全体の奉仕者として公共の利益のために   

勤務することが義務付けられ、また、職務の遂行に当たっては全力を挙げて専念しなければならないとさ   

れていることから、職員には次に掲げる職務上の義務が課せられています。 

⑴ 命令に従う義務 

⑵ 信用失墜行為の禁止  

⑶ 秘密を守る義務 

⑷ 職務に専念する義務  

⑸ 政治的行為の制限 

⑹ 争議行為等の禁止 

⑺ 営利企業等従事制限  

８ 職員の退職管理の状況 

大津市職員の退職管理に関する条例（平成28年条例第10号）第３条により、職員であった者で管理又は監督

の地位にある職（課長級以上）に就いていたものは、離職後２年の間に営利企業等に再就職した場合には、再

就職後速やかに、離職時の任命権者に再就職情報（再就職日、再就職先、再就職先における地位等）を届け出

ることが義務付けられています。 

令和６年度（令和５年度末退職者）の届出状況 

区    分 人    数 
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市 長 部 局 ２人 

教 育 委 員 会 ２人 

合 計 ４人 

９ 職員の研修の状況 

 ⑴ 研修の実施状況（令和６年度） 

「想像・創造」「意欲・使命感」「チームワーク」をキーワードとする人材育成基本方針に基づき、職員

に様々な研修を実施しています。 

 ア 受講者数 延べ2,121人 

 イ 内容 

(ｱ)  一般研修・特別研修（昇任時や一定の経験年数に応じた研修） 

(ｲ)  派遣研修（専門の研修機関に派遣し、担当業務の最新情報や喫緊の課題について学ぶもの） 

ウ 費用の総額 7,983千円 

なお、特別職や議員は含まれていません。 

研修種別 研修名 研修期間 対象職員 
受講

人数 
研修目的 

  
新規採用職員研修（前期

Ⅰ・Ⅱ） 
３日間 

令和６年度新

規採用職員（ 

職種により対

象外の日程あ

り） 

134 

 公務員としてスタートするに

当たり、社会人としての基本的

態度、公務員としての態度と心

構え及び日常業務に必要な基礎

知識を習得し、職場への円滑な

導入を図る。 

  
新規採用職員研修（後期

Ⅰ・Ⅱ、基礎力Ⅰ・Ⅱ） 
延べ５日間 

令和６年度新

規採用職員（ 

職種により対

象外の日程あ

り） 

129 

  採用後６か月を経過した時点

で再度、基本的事項について習

得に努めるとともに、地方自治

等について理解を深め、円滑な

職務遂行のできる職員の育成を

図る。 

  ２年目研修 １日間 
採用２年目職

員 
82 

 コミュニケーションの基本を

理解し、実践力を身に付けると

ともに、効率的な仕事の進め方

を学ぶ。 

  ３年目研修Ⅰ・Ⅱ 延べ３日間 

採用３年目職

員（職種によ

り対象外の日

程あり） 

78 

問題解決に関する理論と手法

を学び業務改善を促進する能力

を養うとともに、現在の地方自

治体を取り巻く課題について制

度的な面から理解を深める。 

自治体職員に必要な法務の知

識を深めるとともに、自分のキ

ャリアを見つめ直し、10年後に

どのような職員になっていたい

かをデザインする。 

また、市民応対における接遇

について学ぶ。 

  ６年目研修 延べ４日間 
採用６年目職

員 
16 

 実践的で有用なプレゼンテー

ション及びコミュニケーション

に関するスキルを身につけると

ともに、事務処理能力の向上を

図る。 
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  主任研修Ⅰ 延べ６日間 
令和６年度主

任級昇任職員 
55 

 模擬研究の実施を通じて、政

策形成手法を学び、政策形成能

力を育成する。   

 
一
般
研
修

主任研修Ⅱ ２日間 
主任級４年目

職員 
51 

 市職員としてのキャリアを振

り返り自分の能力や強みを再認

識し、今後のキャリアビジョン

と能力開発計画を考えるととも

に、公務員倫理意識の向上を図

る。 

  主任研修Ⅲ １日間 
主任級５年目

職員 
93 

 係長級昇任試験に向けて必要

な知識を習得する。 

  係長級研修Ⅰ 延べ４日間 
令和６年度係

長級昇任職員 
58 

自身のメンタルヘルスケアの

手法を学ぶとともに、部下や後

輩のケアの手法を学ぶ。 

また、市政全般を見渡せる広

い視野を養い、係長級に求めら

れる能力・役割を認識し、これ

からの働き方を考える。 

  係長級研修Ⅱ ２日間 
係長級３年目

職員 
64 

 市職員としてのキャリアを振

り返り、今後のキャリアビジョ

ンと能力開発計画を考える。ま

た、公務員としてふさわしい態

度・行動を認識するとともに、

自ら部下職員の範となる高い倫

理観と市政全般を見渡せる広い

視野を養う。 

  係長級研修Ⅲ 0.5日間 
管理職試験対

象者 
46 

 管理職昇任試験に向けて必要

な知識を習得する。 

内
部
研
修 

 管理職研修Ⅰ ２日間 

令和６年度課

長補佐級昇任

職員 

51 

 最新の地方自治の課題につい

て学ぶとともに、部下を指導・

育成するため、管理監督者の役

割である職場研修を積極的に推

進するための能力向上を図る。 

  管理職研修Ⅱ ２日間 
令和６年度課

長級昇任職員 
33 

 管理監督者に必要な職場の管

理能力を高め、実践的な指導能

力を養うとともに、危機管理能

力の養成を図る。 

  新任所属長研修 １日間 
令和６年度新

任所属長 
48 

 所属長として必要な職員のメ

ンタルヘルスの保持増進に対

し、ラインケアの知識を学び、

本市の現状を知るとともに、職

場のマネジメントに必要な知識

を習得する。 

  部次長研修 １日間 
令和６年度次

長級昇任職員 
16 

 幹部職員としての自覚を深

め、社会の動向と自治体経営の

在り方などについて総合的なマ

ネジメント能力を高める。 

  キャリアデザイン研修 0.5日間 
一定の年齢に

達した職員 
45 

職場における自身の役割を認

識し、モチベーションの向上を

図る。 
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  定年延長者等研修 0.5日間 
定年延長１年

目職員 
38 

 再任用職員としての役割を認識

するとともに、働くことに対する

モチベーションの向上を図る。 

  
育児休業者職場復帰支援

研修 
0.5日間 

育児休暇取得

中の職員 
９ 

 ワーク・ライフ・バランスに

ついて考え、育児休業からの復

帰後のキャリア形成を考える。 

  ＯＪＴ指導者研修 0.5日間 
新規採用職員

指導担当者 
118 

 新規採用職員の指導担当者向

けに、ＯＪＴ実践への知識の習

得を通じて、指導者の教育力向

上と職場内での人材育成の活性

化へとつなげる。 

 

 
 

 

特
別
研
修 

新任評価者研修 0.5日間 新任評価者 86 
 人事評価制度の職員育成ツー

ルとしての有効活用を目指す。 

 
若手職員コミュニケーシ

ョン研修 
0.5日間 

採用５年目及

び主任級３年

目職員 

63 

 コミュニケーションスキル・

チームビルディングスキルの習

得を目指す。 

  ハラスメント防止研修 0.5日間 

課長補佐級、

主幹級及び係

長級職員 

551 

 ハラスメントの未然防止やハ

ラスメントが発生した際の初期

対応について認識する。 

  人権研修 0.5日間 

令和６年度課長

級、課長補佐級

及び係長級への

昇任職員 

145 

 人権についての正しい知識と

理解を深め、人権尊重意識を高

める。 

  政策・実務研修   

   

地方公営企業経営の

基本～財務会計と新

経営手法～ 

３日間  ２  

   

先進事例から学ぶ幸

福度指標を活用した

政策展開 

３日間  １  

   
固定資産税課税事務

（土地） 
９日間  １  

   
自治体におけるＳＮ

Ｓの活用 
３日間  ２  

   住民税課税事務 11日間  １  

   

ＧＸの推進と地域の

産業政策～経済と環

境の循環から考える

～ 

３日間  １  

   
固定資産税課税事務

（家屋） 
11日間  １ 

職務遂行に必要な理論や行動

を取り上げ、実施する。受講対

象となる職位を柔軟に拡大し、

学び直しや自らの知識を拡大し

たいと希望する職員の学習意欲

に応える。 

 
全
国
市
町
村
国
際
文
化 

 

デジタル技術を活用

した窓口業務改革の

推進 

３日間 受講を希望す

る職員 

２ 

  公営住宅実務 ３日間  ２ 

  
若者世代が参画する

地域づくり 
３日間  １ 
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研
修
所 

      

 

 選挙事務 10日間  １  

  
地域からゼロカーボ

ンを考える 
３日間  １  

  
これからの農業を考

える 
３日間  １  

 

 

 訴訟等実務 ５日間  １  

  

人口減少を前提とし

た未来志向の都市計

画～住みやすいまち

のデザイン～ 

３日間  １  

  
災害発生時の市町村

の対応 
５日間  １  

  公共政策技法研修    

   

自治体職員のための

データ分析の基本～

分析から政策展開へ

～ 

３日間  ５ 

実務の担当職員に実務に関す

る専門的な知識を習得させ、職

務遂行能力の向上を目指す。 
   

自治体職員のための

行動経済学～ナッジ

を中心として～ 

３日間 

受講を希望す

る職員 １ 

   

デザイン思考を活用

した新たな行政課題

の解決方法 

３日間  １ 

  
６年目研修選択（会議力

向上研修） 
２日間 

採用６年目職

員 

16 

 実務経験の浅い担当職員に実

務に関する専門的な知識を習得

させ、職務遂行能力の向上を目

指す。 

  
６年目研修選択（事務ミ

ス防止研修） 
２日間 

採用６年目職

員 

派
遣
研
修 

 

６年目研修選択（プレゼ

ンテーション能力向上研

修） 

２日間 
採用６年目職

員 

 
６年目研修選択（文書作

成能力向上研修） 
２日間 

採用６年目職

員 

  係長級職員（Ⅰ部）研修 ３日間 

令和６年度の

係長級昇任職

員 

58 

先進自治体や企業の取組を学

ぶとともに、管理監督者の役割

を体系的に理解し、仕事と部下

の管理監督に関する原理原則を

習得する。 

  課長補佐級職員研修 ２日間 

令和６年度の

課長補佐級昇

任職員 

51 

最新の地方自治の課題につい

て学ぶとともに、部下を指導・

育成するため、管理監督者の役

割である職場研修を積極的に推

進するための能力向上を図る。 

  課長級職員研修 ２日間 

令和６年度の

課長級昇任職

員 

33 

管理監督者に必要な職場の管

理能力を高め、実践的な指導能

力を養うとともに、危機管理能

力の養成を図る。 

      行政環境の変化と地方自治の 



14 令和８年２月２日                 大   津   市   公   報                 号外（第 ４ 号） 

  

 

部・次長級職員研修 

 

１日間 

令和６年度の

次長級昇任職

員 

 

16 

課題について学び、自治体を取

り巻く状況を再認識するととも

に、管理監督者として必要な能

力の向上を目的とする。 

  実務専門研修    

   
給与事務担当職員研

修 
２日間 

該当事務業務

に携わる職員 

５ 

実務経験の浅い担当職員に実

務に関する専門的な知識を習得

させ、職務遂行能力の向上を目

指す。 

   
契約事務担当職員研

修 
２日間 ３ 

  

 例規担当職員研修 ２日間 ３ 

 滋
賀
県
市
町
村
職
員
研
修
セ
ン
タ
䤀 

 住民税研修 ２日間 ４ 

 特別研修    

  法制執務（基礎編） ２日間  ６  

  
プレゼンテーション

能力向上研修 
２日間  ２  

  法制講座（民法） ２日間  ６  

  
法制講座（地方公務

員法） 
２日間  １  

   
法制講座（地方自治

法） 
２日間  ３  

   
クレーム対応能力向

上研修 
２日間  ８  

   
メ デ ィ ア 対 応 研 修

（危機管理広報） 
１日間  ４  

   

県主催研修 「今後の

世界経済・日本の活

力」 

１日間  １  

   

１ＤＡＹセミナー判

断力向上と仕事の進

め方～インバスケッ

ト研修～ 

１日間 
受講を希望す

る職員 

２ 

職務遂行に必要な理論や行動を

取り上げ、実施する。受講対象

となる職位を柔軟に拡大し、学

び直しや自らの知識を拡大した

いと希望する職員の学習意欲に

応える。 
   

県主催研修 「ＲＥＳ

ＡＳ活用講座」 
１日間  １ 

   議会対応研修 １日間  ９  

   

県主催研修「提案募

集方式による政策法

務基礎演習」 

１日間  １  

   事務ミス防止研修 ２日間  ７  

   会議力向上研修 ２日間  ２  

   デザイン思考研修 ２日間  ３  

   
文書作成能力向上研

修 
２日間  ９  

   ＤＸ研修 ２日間  ２  
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１ＤＡＹセミナー災

害対応能力向上研修

～いつ起きるかわか

らない。だから今！

～ 

１日間  ３  

10 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 ⑴ 職員の健康管理に関する状況（令和６年度） 

名    称 受診者数（人） 名    称 受診者数（人） 

一 般 定 期 健 康 診 断 2,115 感 染 症 予 防 健 康 診 断 79 

成 人 健 診 1,740 情報機器作業従事者健康診断 405 

雇 入 時 健 康 診 断 119 胃 検 診 385 

特 殊 健 康 診 断 延べ132 大 腸 検 診 1,158 

深 夜 業 健 康 診 断 275 子 宮 頸 が ん 検 診 217 

 乳 が ん 検 診 259 

 ⑵ 公務災害及び通勤災害の認定件数（令和６年度） 

（単位：件） 

公務災害 ７ 

通勤災害 ４ 

 ⑶ 職員互助会の状況 

職員の厚生制度として、地方公務員法第42条に基づき大津市職員互助会（以下「互助会」という。）を設

置しています。 

互助会では会員の健康や福祉の増進を図るための事業を実施しており、会員が負担する会費、公費から支

出する負担金その他の収入で運営しています。 

また、最近の社会情勢の中、時代に即した事業を実施するため、相互負担事業を見直すとともに、事業を

外部に委託するなど、より効率的な運営に努めています。 

ア 会員数 3,352人（令和７年３月31日現在） 

イ 会 費 給料総額×4.2／1,000（令和６年度決算 54,474千円） 

ウ 市負担金 相互負担事業の１／２（令和６年度決算 10,736千円） 

エ 主な事業（令和６年度） 

(ｱ) 給付事業（退会給付金、永年勤続記念品、弔慰金など） 

(ｲ) 文化事業（文化クラブ活動助成） 

(ｳ) 体育事業（体育クラブ活動助成） 

(ｴ) 厚生事業（委託業者による福利厚生サービスの提供、40歳、45歳、50歳、55歳リフレッシュ助成、健

康増進助成など） 

(オ) 貸付事業（普通貸付、特別貸付） 

11 公平委員会の業務の状況 

 ⑴ 勤務条件に関する措置の要求の状況 申立て ０件、終結 ０件、審理中 ０件 

 ⑵ 不利益処分に関する審査請求の状況 申立て １件、終結 ０件、審理中 １件 

 


